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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第28期
第２四半期
累計期間

第29期
第２四半期連結
累計期間

第28期
第２四半期
会計期間

第29期
第２四半期連結
会計期間

第28期

会計期間

自平成21年
６月１日
至平成21年
11月30日

自平成22年
６月１日
至平成22年
11月30日

自平成21年
９月１日
至平成21年
11月30日

自平成22年
９月１日
至平成22年
11月30日

自平成21年
６月１日
至平成22年
５月31日

売上高（千円） 18,991,65919,418,8549,243,7449,583,27438,043,299

経常利益（千円） 1,762,8052,249,704837,9381,084,7833,855,917

四半期（当期）純利益（千円） 766,0771,040,686410,785 582,4711,770,391

純資産額（千円） ― ― 18,719,14120,133,08819,665,271

総資産額（千円） ― ― 28,775,06329,219,93528,922,281

１株当たり純資産額（円） ― ― 1,172.661,252.931,231.93

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
47.99 65.19 25.73 36.49 110.91

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
― ― ― ― ―

自己資本比率（％） ― ― 65.1 68.4 68.0

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
1,614,5491,800,967 ― ― 3,547,570

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△410,498△554,078 ― ― △1,275,700

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△798,700△1,298,414 ― ― △1,942,959

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
― ― 6,089,5046,666,2986,024,863

従業員数（人） ― ― 734 707 725

　（注）１.第28期第２四半期累計（会計）期間は四半期連結財務諸表を作成していないため、第28期第２四半期連結累計

(会計）期間に代えて、第28期第２四半期累計（会計）期間について記載しております。また、第28期について

は、提出会社の数値を記載しております。

２.売上高には、消費税等は含まれておりません。　

３.潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２【事業の内容】

　 当第２四半期連結会計期間において当社グループ（当社及び当社の関係会社、以下同じ。）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　　

 

３【関係会社の状況】

　　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　　　

 

４【従業員の状況】

(１）連結会社の状況 平成22年11月30日現在

従業員数（人） 707　(1,334)　

　（注）１.従業員数は就業人員であります。

　　　　２.上記従業員数の中にＢＳレギュラーすなわちブルームシステム（社員独立制度）により、将来独立を前提とした

社員262人が含まれております。

　　　　３.従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員であり、パートタイマー（１日

８時間換算）であります。

　

　

(２）提出会社の状況 平成22年11月30日現在

従業員数（人） 692　(1,319)  

　（注）１.従業員数は就業人員(当社から当社グループへの出向者を除く）であります。

２.上記従業員数の中にＢＳレギュラーすなわちブルームシステム（社員独立制度）により、将来独立を前提と

した社員262人が含まれております。

３.従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第２四半期会計期間の平均雇用人員であり、パートタイマー（１日

８時間換算）であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

当社グループは、単一セグメントであるため品目別、事業部門別及び地域別により記載しております。

（１）生産実績

   当社グループの品目別生産実績は、次のとおりであります。　

品目

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成22年11月30日）
                千円

ポークソース 1,471,890

甘口ポークソース 207,063

ロースカツ 176,563

フライ専用油 147,832

ビーフソース 114,337

その他 489,312

合計 2,606,999

（注）１. 前第２四半期連結会計期間は四半期連結財務諸表を作成していないため、前年同四半期比については記載して

おりません。

２. 生産金額は、加盟店への販売価格等をもとに算出しております。

３. 上記金額には消費税等は含まれておりません。

(２）受注状況

　見込生産によっておりますので、受注高及び受注残高について記載すべき事項はありません。

(３）販売実績

　　当社グループの事業部門別及び地域別販売実績は次のとおりであります。　

イ　事業部門別販売実績

事業部門

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成22年11月30日）
                  千円 

カレー事業 　

直営店売上高 3,717,228

ＦＣ向売上高 5,450,552

その他収入 153,952

計 9,321,733

新業態事業 　

直営店売上高 259,320

ＦＣ向売上高 2,220

計 261,541

合計 9,583,274

（注）１. 前第２四半期連結会計期間は四半期連結財務諸表を作成していないため、前年同四半期比については記載して

おりません。

　　　２. 新業態事業には、パスタ、カレーらーめん及びハンバーグ事業が含まれております。

　　　３.「その他収入」は、加盟金収入、リベート収入、損・生保手数料収入及び債務保証料収入等であります。

４.上記金額には消費税等は含まれておりません。
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ロ　直営店の地域別販売実績

　
地域別

　
都道府県別

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成22年11月30日）

売上高
（千円）

構成比
（％）

期末
店舗数（店）

国内　

北海道地区 北海道 121,6473.1 11

東北地区

青森県 39,1661.0 3

秋田県 41,5711.0 4

山形県 10,6300.3 1

宮城県 50,7091.3 4

福島県 22,3170.6 2

関東地区

東京都 462,24611.6 28

千葉県 149,4113.8 11

神奈川県 80,4392.0 5

埼玉県 116,9162.9 8

茨城県 34,1150.9 3

群馬県 7,9170.2 1

栃木県 96,8802.4 8

中部地区

愛知県 508,11412.8 46

岐阜県 157,1093.9 11

静岡県 197,7385.0 15

山梨県 33,5310.8 2

長野県 77,8002.0 7

新潟県 55,8731.4 5

富山県 80,3032.0 6

石川県 73,6931.8 7

関西地区

京都府 97,8182.5 6

大阪府 398,94610.0 30

兵庫県 122,2393.1 8

奈良県 36,7810.9 2

滋賀県 38,3391.0 2

三重県 48,1881.2 4

和歌山県 50,5241.3 3

中国・

四国地区

岡山県 89,5522.2 4

広島県 141,6293.6 8

山口県 62,8651.6 4

鳥取県 11,7390.3 1

島根県 22,5690.6 1

香川県 21,1040.5 1

九州・

沖縄地区

福岡県 102,9812.6 7

佐賀県 27,5580.7 2

長崎県 9,6310.2 1

大分県 94,5792.4 6

熊本県 77,6831.9 6

沖縄県 70,1971.8 4

　 小計 3,943,06899.2 288

海外  香港 　 33,4800.8 1

　 小計 33,4800.8 1

　 合計 3,976,549100.0 289

（注）上記金額には消費税等は含まれておりません。
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ハ　フランチャイズ店等の地域別販売実績

地域別 都道府県別

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成22年11月30日）

売上高
（千円）

構成比
（％）

期末店舗数（店）

国内
　

北海道地区 北海道 151,1521.1 15

東北地区

青森県 16,6880.1 1
岩手県 37,8800.3 3
山形県 32,9670.2 3
宮城県 120,0040.9 11
福島県 58,7480.4 5

関東地区

東京都 2,008,09414.6 129
千葉県 542,9163.9 40
神奈川県 757,2965.5 47
埼玉県 684,0655.0 48
茨城県 209,9111.5 15
群馬県 193,1461.4 16
栃木県 80,8440.6 7

中部地区

愛知県 2,129,07415.5 137
岐阜県 381,0002.8 28
静岡県 282,0212.0 20
山梨県 43,7860.3 3
長野県 161,0931.2 12
新潟県 81,0690.6 5
富山県 57,2900.4 4
石川県 48,4580.3 4
福井県 106,6900.8 9

関西地区

京都府 396,0632.9 29
大阪府 798,8825.8 56
兵庫県 422,0403.1 27
奈良県 119,3010.9 10
滋賀県 192,1331.4 12
三重県 376,5992.7 26
和歌山県 71,1790.5 5

中国・
四国地区

岡山県 201,7641.5 14
広島県 226,4311.6 13
山口県 178,2531.3 12
鳥取県 56,3980.4 4
島根県 35,3460.3 2
香川県 144,9761.0 10
徳島県 100,7300.7 6
愛媛県 153,9511.1 10
高知県 70,4720.5 4

九州・
沖縄地区

福岡県 730,7915.3 53
佐賀県 83,3130.6 7
長崎県 91,8780.7 6
大分県 49,9670.4 4
熊本県 97,2150.7 7
宮崎県 110,9540.8 8
鹿児島県 111,2460.8 8
沖縄県 164,0781.2 9

小計 13,168,17595.6 904

海外

米国 69,7660.5 4
中国 182,9041.3 16
台湾 84,8320.6 8
韓国 135,3181.0 7
タイ 135,4011.0 10

小計 608,2234.4 45
合計 13,776,398100.0 949

（注）１.上記金額には消費税等は含まれておりません。
　    ２.上記国内の販売実績は、フランチャイズ店における店舗売上高であります。
　　　３.国内フランチャイズ店は、「（３）販売実績　イ事業部門別販売実績　ＦＣ向売上高」の販売先であります。
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２【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報

告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

  

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。　　　

　 また、当第２四半期連結会計期間は連結初年度にあたるため、前第２四半期連結会計期間の記載は行っておりませ

ん。　
　
(１）連結経営成績に関する定性的情報

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、政府の経済支援策や猛暑の影響などにより一部で盛り上がりも

見られましたが、政策効果の剥落や急激な円高の進行などにより、全般的に弱含んだ推移となりました。

外食業界におきましても、個人所得、雇用環境の改善が見られず、経営環境は依然として厳しい状況が続きました。

こうした状況の中、国内CoCo壱番屋事業では、個店毎にオリジナルメニューや販促方法を自ら考え実施する「スト

アレベルマーケティング」の一層の浸透を図りました。また、従来から行っております「宅配の取り組み強化」

「ニュータイプ店舗への改装」「メニューの強化」に加え、新たな販売チャネルとして「ドライブスルー」を一部店

舗に試験導入するなど、「既存店の売上強化」に取り組んでまいりました。

国内CoCo壱番屋の出店状況は、新規出店12店舗、退店５店舗を行った結果、７店舗の純増となり、平成22年11月末の

店舗数は1,161店舗となりました。

国内新業態事業につきましては、「収益力の強化」を第一の課題として、メニューの見直しや店舗運営力の強化、認

知度向上等に取り組む一方で、新規出店は行わず、不採算店舗の退店をパスタ・デ・ココで１店舗、粥茶寮kassaiで１

店舗行いました。

平成22年11月末の新業態店舗数は、パスタ・デ・ココ25店舗、麺屋ここいち５店舗、にっくい亭１店舗の計31店舗と

なりました。

こうした結果、当第２四半期連結会計期間における店舗売上高は、全店ベースでは前年同期比4.3％増の171億11百

万円、既存店ベースで同2.5％増となりました。

月毎の売上高・客数・客単価の前年同期比増減率及び国内業態別出店状況は、以下のとおりであります。
　

「月別国内店舗売上高等推移表」　　　　　　　　　　　　　　　　（前年同期比増減率、％）

　
９月 10月 11月

当第2四半期計

（H22/９-11）

 全店売上高 2.4 6.7 3.9 4.3

 既存店売上高 0.8 4.9 1.8 2.5

　 　客数 △0.2 4.3 1.0 1.7

　 　客単価 1.1 0.6 0.8 0.8

（注）店舗売上高は、直営店とＦＣ店の売上高合計です。
　
「国内業態別出店状況」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（店）

　
①新規出店数 ②退店数 純増店舗数

平成22年11月末

店舗数

　 内

直営

　 内

直営

①-② 内

直営

　 内

直営

CoCo壱番屋（※） 12 7 5 2 7 3 1,161 258

パスタ・デ・ココ － － 1 1 △1 △1 25 24

麺屋ここいち － － － － － － 5 5

粥茶寮kassai － － 1 1 △1 △1 0 0

にっくい亭 － － － － － － 1 1

合　　計 12 7 7 4 5 1 1,192 288

（※）直営店からＦＣ店への譲渡をCoCo壱番屋で２店舗実施しております。
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海外CoCo壱番屋事業につきましては、中国、台湾、タイでの展開を進めてまいりました。

海外の出店状況は、以下の表にありますとおり４店舗の新規出店を行い、平成22年11月末の海外店舗数は４店舗増

の46店舗となりました。

　

「海外国別出店状況」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（店）

　 ①新規出店数 ②退店数 純増店舗数 平成22年11月末店舗数

　  内現法直営 　  内現法直営 ①-②  内現法直営 　  内現法直営

米国（ハワイ） － － － － － － 4 －

中国 1 1 － － 1 1 16 16

台湾 1 1 － － 1 1 8 8

韓国 － － － － － － 7 2

タイ 2 － － － 2 － 10 5

香港 － － － － － － 1 1

合　　計 4 2 － － 4 2 46 32

（注）海外の店舗は、現地法人の直営店と、それ以外のＦＣ店で構成されております。
　
この結果、平成22年11月末の国内外の店舗数は合計1,238店舗となりました。

　
こうした取り組みの結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は、95億83百万円となりました。

利益面につきましては、売上高が堅調であったことに加え、食材の仕入価格が低下したことなどから、営業利益は10

億64百万円、経常利益は10億84百万円、四半期純利益は５億82百万円となりました。　

 　
　
(２）財政状態に関する定性的情報

①資産、負債及び純資産の状況

 　当第２四半期連結会計期間末の総資産は、292億19百万円となりました。このうち、流動資産は101億40百万円とな

り、主な内訳として現金及び預金が68億77百万円となりました。また固定資産は190億79百万円となり、主な内訳とし

て有形固定資産が134億51百万円となりました。負債は90億86百万円となり、主な内訳として流動負債が55億36百万

円となりました。純資産は201億33百万円となり、主な内訳として利益剰余金が172億90百万円となりました。
　　
②キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。）は、66億66百万円となりました。

　(営業活動によるキャッシュ・フロー）

 　当第２四半期連結会計期間において営業活動による資金の増加は13億41百万円となりました。これは主に税金等調

整前四半期純利益10億49百万円の計上、減価償却費２億36百万円の非現金支出費用があったことなどによるもので

あります。

　(投資活動によるキャッシュ・フロー）

　 当第２四半期連結会計期間において投資活動による資金の減少は２億20百万円となりました。これは主に定期預金

の預入による支出45百万円、有形固定資産の取得による支出３億24百万円があった一方で、店舗売却による収入１億

65百万円があったことなどによるものであります。

　(財務活動によるキャッシュ・フロー）

　 当第２四半期連結会計期間において財務活動による資金の減少は６億26百万円となりました。これは主に短期借入

金の返済による支出15億円があった一方で、短期借入れによる収入９億円があったことなどによるものであります。
　
(３）事業上及び財務上の対処すべき課題 

     当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。
　
(４）研究開発活動

　 　該当事項はありません。　

EDINET提出書類

株式会社壱番屋(E03329)

四半期報告書

 8/40



第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。また新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 57,600,000

計 57,600,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年11月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年１月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 15,963,000 15,963,000

東京証券取引所

（市場第一部）

名古屋証券取引所

（市場第一部）

単元株式数　

100株　

計 15,963,000 15,963,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

　　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年９月１日

～

平成22年11月30日

― 15,963,000 ― 1,503,270 ― 1,388,470
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（６）【大株主の状況】

　 　 平成22年11月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

有限会社ベストライフ 岐阜県可児市塩705-73 3,348 20.97

ハウス食品株式会社 大阪府東大阪市御厨栄町１丁目５-７ 3,120 19.54

宗次　徳二 岐阜県可児市 796 4.98

宗次　直美 岐阜県可児市 791 4.95

岐阜信用金庫 岐阜県岐阜市神田町６丁目11 492 3.08

株式会社トーカン 名古屋市熱田区川並町４丁目８ 350 2.19

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社　信託口
東京都中央区晴海１丁目８－11 235 1.47

浜島　俊哉 名古屋市昭和区 212 1.32

土井　義道 愛知県北名古屋市 200 1.25

細野　修二 愛知県あま市　 165 1.03

計 － 9,709 60.83

 （注）上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社　信託口　235千株　
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ―

完全議決権株式（その他）
普通株式

15,960,600
159,606 ―

単元未満株式
普通株式

2,400
― ―

発行済株式総数 15,963,000 ― ―

総株主の議決権 ― 159,606 ―

　

②【自己株式等】

 平成22年11月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

― ― ― ― ― ―

計 ― 　― ― ― ―

 

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
６月

７月 ８月 ９月 10月 11月

最高（円） 2,277 2,278 2,257 2,299 2,294 2,277

最低（円） 2,161 2,188 2,186 2,211 2,245 2,239

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

 退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役相談役 ― 宗次　直美 平成22年11月30日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表及び四半期財務諸表の作成方法について
　
(１）当社の当第２四半期連結会計期間（平成22年９月１日から平成22年11月30日まで）及び当第２四半期連結累計

期間（平成22年６月１日から平成22年11月30日まで）に係る四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用

語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号。）に基づいて作成しております。

　

(２）当社の前第２四半期会計期間（平成21年９月１日から平成21年11月30日まで）及び前第２四半期累計期間（平

成21年６月１日から平成21年11月30日まで）に係る四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63号。）に基づいて作成しております。　

　

(３）前事業年度（平成21年６月１日から平成22年５月31日まで）は連結財務諸表を作成していないため、前連結会

計年度末に係る要約連結貸借対照表に代えて、前事業年度に係る要約（個別）貸借対照表を記載しております。ま

た、前第２四半期会計期間（平成21年９月１日から平成21年11月30日まで）及び前第２四半期累計期間（平成21年

６月１日から平成21年11月30日まで）は四半期連結財務諸表を作成していないため、前第２四半期連結会計期間

（平成21年９月１日から平成21年11月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年６月１日から平成21

年11月30日まで）に係る四半期連結損益計算書並びに前第２四半期連結累計期間（平成21年６月１日から平成21

年11月30日まで）に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書に代えて、前第２四半期会計期間（平成21年９月１

日から平成21年11月30日まで）及び前第２四半期累計期間（平成21年６月１日から平成21年11月30日まで）に係

る四半期（個別）損益計算書並びに前第２四半期累計期間（平成21年６月１日から平成21年11月30日まで）に係

る四半期（個別）キャッシュ・フロー計算書を記載しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間（平成21年９月１日から平成21

年11月30日まで）及び前第２四半期累計期間（平成21年６月１日から平成21年11月30日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年９月１日から平成22年11月30日まで）及び当第２四半期連結累計期

間（平成22年６月１日から平成22年11月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について有限責任監査法人トーマツ

による四半期レビューを受けております。

 

３.　四半期連結財務諸表について

　当社は、前事業年度に米国、香港において子会社を設立いたしましたが、その定量的且つ定性的重要性が乏しいこと

を理由に、連結財務諸表は作成しておりませんでした。平成22年６月に壹番屋香港有限公司で１号店（カレー事業）

がオープンし、また、ICHIBANYA USA ,INC.においても、平成23年１月に１号店がオープン予定となったことにより、当

社の海外戦略の柱となる子会社として、当該子会社の重要性が高まったと判断致しました。そのため、当社は、当該子

会社を連結対象とし、第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しております。　
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】
【当第２四半期連結会計期間末】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,877,557

売掛金 2,148,932

商品及び製品 331,437

仕掛品 10,542

原材料及び貯蔵品 183,827

繰延税金資産 183,240

その他 404,721

貸倒引当金 △155

流動資産合計 10,140,103

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 6,214,145

機械装置及び運搬具（純額） 521,564

土地 5,968,480

リース資産（純額） 474,958

その他（純額） 272,653

有形固定資産合計 ※1
 13,451,802

無形固定資産 217,763

投資その他の資産

投資有価証券 1,484,349

繰延税金資産 983,669

差入保証金 2,489,205

その他 564,540

貸倒引当金 △111,498

投資その他の資産合計 5,410,265

固定資産合計 19,079,831

資産合計 29,219,935
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年11月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 2,001,200

短期借入金 900,000

未払金 1,073,398

未払法人税等 889,485

賞与引当金 219,378

資産除去債務 2,485

その他 450,753

流動負債合計 5,536,701

固定負債

リース債務 412,974

退職給付引当金 378,496

債務保証損失引当金 22,053

長期預り保証金 2,194,181

資産除去債務 429,397

その他 113,042

固定負債合計 3,550,145

負債合計 9,086,847

純資産の部

株主資本

資本金 1,503,270

資本剰余金 1,388,470

利益剰余金 17,290,472

自己株式 △101

株主資本合計 20,182,111

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △129,677

為替換算調整勘定 △51,958

評価・換算差額等合計 △181,636

少数株主持分 132,613

純資産合計 20,133,088

負債純資産合計 29,219,935
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【前事業年度末】
（単位：千円）

前事業年度末に係る
要約(個別)貸借対照表
(平成22年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,024,863

売掛金 2,220,167

商品及び製品 303,136

仕掛品 10,941

原材料及び貯蔵品 173,713

繰延税金資産 182,494

その他 381,531

貸倒引当金 △157

流動資産合計 9,296,690

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 5,642,044

構築物（純額） 474,914

機械及び装置（純額） 562,550

車両運搬具（純額） 560

工具、器具及び備品（純額） 250,987

土地 5,984,676

リース資産（純額） 458,457

建設仮勘定 5,233

有形固定資産合計 ※1
 13,379,424

無形固定資産 199,677

投資その他の資産

投資有価証券 1,502,492

関係会社株式 786,781

繰延税金資産 933,235

差入保証金 2,579,941

その他 351,789

貸倒引当金 △107,752

投資その他の資産合計 6,046,488

固定資産合計 19,625,590

資産合計 28,922,281
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（単位：千円）

前事業年度末に係る
要約(個別)貸借対照表
(平成22年５月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 2,056,026

短期借入金 1,500,000

未払金 979,124

未払法人税等 862,089

賞与引当金 214,199

その他 462,676

流動負債合計 6,074,116

固定負債

リース債務 394,829

退職給付引当金 341,751

債務保証損失引当金 22,053

長期預り保証金 2,214,652

その他 209,606

固定負債合計 3,182,892

負債合計 9,257,009

純資産の部

株主資本

資本金 1,503,270

資本剰余金 1,388,470

利益剰余金 16,892,490

自己株式 △101

株主資本合計 19,784,129

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △118,857

評価・換算差額等合計 △118,857

純資産合計 19,665,271

負債純資産合計 28,922,281

EDINET提出書類

株式会社壱番屋(E03329)

四半期報告書

17/40



（２）【四半期連結損益計算書】
【前第２四半期累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期(個別)累計期間
(自　平成21年６月１日
　至　平成21年11月30日)

売上高 18,991,659

売上原価 9,679,369

売上総利益 9,312,289

販売費及び一般管理費 ※1
 7,635,760

営業利益 1,676,529

営業外収益

受取利息及び配当金 22,944

受取家賃 239,492

その他 67,837

営業外収益合計 330,274

営業外費用

支払利息 20,656

賃貸費用 201,400

その他 21,941

営業外費用合計 243,998

経常利益 1,762,805

特別利益

店舗売却益 11,601

受取和解金 ※2
 86,454

特別利益合計 98,055

特別損失

固定資産除却損 ※3
 49,612

減損損失 ※4
 330,857

その他 52,263

特別損失合計 432,734

税引前四半期純利益 1,428,127

法人税、住民税及び事業税 782,647

法人税等調整額 △120,597

法人税等合計 662,049

四半期純利益 766,077
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【当第２四半期連結累計期間】
（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年６月１日
　至　平成22年11月30日)

売上高 19,418,854

売上原価 9,617,125

売上総利益 9,801,728

販売費及び一般管理費 ※1
 7,624,356

営業利益 2,177,372

営業外収益

受取利息及び配当金 22,940

受取家賃 245,646

その他 32,616

営業外収益合計 301,204

営業外費用

支払利息 13,532

賃貸費用 209,440

その他 5,899

営業外費用合計 228,872

経常利益 2,249,704

特別利益

店舗売却益 42,742

受取補償金 ※2
 14,600

その他 14,600

特別利益合計 71,943

特別損失

固定資産除却損 ※3
 35,400

減損損失 ※4
 241,802

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 118,253

役員退職慰労金 44,880

その他 28,165

特別損失合計 468,500

税金等調整前四半期純利益 1,853,147

法人税、住民税及び事業税 858,515

法人税等調整額 △43,856

法人税等合計 814,658

少数株主損益調整前四半期純利益 1,038,488

少数株主損失（△） △2,198

四半期純利益 1,040,686
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【前第２四半期会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期(個別)会計期間
(自　平成21年９月１日
　至　平成21年11月30日)

売上高 9,243,744

売上原価 4,692,280

売上総利益 4,551,463

販売費及び一般管理費 ※1
 3,735,017

営業利益 816,445

営業外収益

受取利息及び配当金 3,094

受取家賃 120,784

その他 29,008

営業外収益合計 152,888

営業外費用

支払利息 10,146

賃貸費用 101,176

その他 20,072

営業外費用合計 131,395

経常利益 837,938

特別利益

貸倒引当金戻入額 4,933

店舗売却益 7,663

特別利益合計 12,597

特別損失

固定資産除却損 ※2
 31,461

減損損失 ※3
 26,701

賃貸借契約解約損 22,564

その他 2,402

特別損失合計 83,129

税引前四半期純利益 767,406

法人税、住民税及び事業税 434,629

法人税等調整額 △78,008

法人税等合計 356,620

四半期純利益 410,785
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【当第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年９月１日
　至　平成22年11月30日)

売上高 9,583,274

売上原価 4,727,856

売上総利益 4,855,417

販売費及び一般管理費 ※1
 3,790,997

営業利益 1,064,420

営業外収益

受取利息及び配当金 3,293

受取家賃 122,334

その他 10,378

営業外収益合計 136,006

営業外費用

支払利息 6,778

賃貸費用 105,301

その他 3,563

営業外費用合計 115,643

経常利益 1,084,783

特別利益

店舗売却益 25,920

その他 295

特別利益合計 26,216

特別損失

固定資産除却損 ※2
 6,494

減損損失 ※3
 1,596

役員退職慰労金 44,880

その他 8,193

特別損失合計 61,165

税金等調整前四半期純利益 1,049,834

法人税、住民税及び事業税 497,771

法人税等調整額 △30,718

法人税等合計 467,052

少数株主損益調整前四半期純利益 582,782

少数株主利益 310

四半期純利益 582,471
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
【前第２四半期累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期(個別)累計期間
(自　平成21年６月１日
　至　平成21年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 1,428,127

減価償却費 482,886

減損損失 330,857

賞与引当金の増減額（△は減少） △4,817

退職給付引当金の増減額（△は減少） 27,818

受取利息及び受取配当金 △22,944

支払利息 20,656

売上債権の増減額（△は増加） △5,640

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,881

仕入債務の増減額（△は減少） △12,117

その他 151,187

小計 2,398,895

利息及び配当金の受取額 22,946

利息の支払額 △19,404

法人税等の支払額 △787,887

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,614,549

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △486,690

店舗売却による収入 95,487

その他 △19,295

投資活動によるキャッシュ・フロー △410,498

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 2,200,000

短期借入金の返済による支出 △2,200,000

長期借入金の返済による支出 △164,900

配当金の支払額 △590,629

その他 △43,171

財務活動によるキャッシュ・フロー △798,700

現金及び現金同等物に係る換算差額 △16,720

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 388,631

現金及び現金同等物の期首残高 5,700,873

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 6,089,504
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【当第２四半期連結累計期間】
（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年６月１日
　至　平成22年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,853,147

減価償却費 473,027

減損損失 241,802

賞与引当金の増減額（△は減少） 5,178

退職給付引当金の増減額（△は減少） 36,745

受取利息及び受取配当金 △22,940

支払利息 13,532

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 118,253

売上債権の増減額（△は増加） 71,234

たな卸資産の増減額（△は増加） △38,039

仕入債務の増減額（△は減少） △54,678

その他 △88,708

小計 2,608,553

利息及び配当金の受取額 22,940

利息の支払額 △12,336

法人税等の支払額 △818,189

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,800,967

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △222,320

有形固定資産の取得による支出 △500,282

店舗売却による収入 209,045

関係会社出資金の払込による支出 ※1
 △35,244

その他 △5,276

投資活動によるキャッシュ・フロー △554,078

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 2,400,000

短期借入金の返済による支出 △3,000,000

配当金の支払額 △638,518

その他 △59,896

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,298,414

現金及び現金同等物に係る換算差額 △44,918

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △96,444

現金及び現金同等物の期首残高 6,762,743

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※2
 6,666,298
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

　当社は、第１四半期連結会計期間より、四半期連結財務諸表を作成することとなりました。四半期連結財務諸表作成

のため基本となる重要な事項は以下のとおりであります。

 
 項目
 

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年６月１日
至　平成22年11月30日）

１.連結の範囲に関する事項 　 連結子会社の数　　　　２社

　 連結子会社の名称　

　　　ICHIBANYA USA ,INC.　

　　　壹番屋香港有限公司

２.持分法の適用に関する事項 　持分法を適用した非連結子会社又は関連会社　

　　　該当なし

　持分法を適用していない非連結子会社又は関連会社

  関連会社の数　　　　　４社

  関連会社の名称

     上海好侍?哩客客壹番屋餐廳有限公司（中国）

   　台灣?哩好侍餐廳股?有限公司（台湾）

  　 韓国カレーハウス株式会社（韓国）

  　 ICHIBANYA MIDWEST ASIA CO.,LTD（タイ）

上記４社は当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性が無いため、

持分法の適用範囲から除外しております。　

３.連結子会社の事業年度等に関する事

項

　連結子会社であるICHIBANYA USA ,INC.及び壹番屋香港有限公司の決算日

は３月31日であります。

　四半期連結財務諸表の作成に当たっては、同四半期決算日現在（平成22年

９月30日）の財務諸表を使用しております。ただし、10月１日から四半期連

結決算日11月30日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。

４.会計処理基準に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方

法

　

①　有価証券

　イ　関連会社株式　　　移動平均法による原価法

　ロ　その他有価証券

　時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　 　時価のないもの

　移動平均法による原価法

 

 

②　たな卸資産

　　イ　商品・製品・原材料・仕掛品

　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）

 

 

　　ロ　貯蔵品

　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）

（２）重要な減価償却資産の減価償却の

方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法

　ただし、平成10年６月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く）については,定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　７年～60年

機械装置及び運搬具　５年～12年

 ②　無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法

　なお、ソフトウエア（自社利用）については、社内における利用可能

期間（５年）に基づいております。
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 項目
 

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年６月１日
至　平成22年11月30日）

 

 

 

③　リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開

始日が平成20年５月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

 

 

④　長期前払費用

　定額法

（３）重要な引当金の計上基準 

 

①　貸倒引当金

　売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

 

 

②　賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち、当

四半期連結累計期間負担額を計上しております。

 

 

 

 

③　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付

債務の見込額のうち、当四半期連結累計期間において発生していると見

込まれる額を計上しております。

　なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（３年間）による定額法により按分した額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

　また、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（３年間）による定額法により按分した額をそれぞれ発生

の期から費用処理しております。

　 ④　債務保証損失引当金

　債務保証に係る損失に備えるため、被保証先の財政状態等を勘案し損

失負担見込額を計上しております。

（４）重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算の基準 

　

　外貨建金銭債権債務は、四半期連結決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益として処理しております。なお、在外子会社の

資産及び負債は、四半期連結決算日の直物為替相場により円貨換算し、

収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の

部における為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めて計上しており

ます。　

（５）その他の連結財務諸表作成のため

の重要な事項　

　消費税等の会計処理方法

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

５.連結子会社の資産及び負債の評価に

関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用

しております。

６.四半期連結キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ価

値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資からなります。
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【追加情報】

　

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年６月１日
至　平成22年11月30日）

（資産除去債務に関する会計基準の適用）

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及

び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用して

おります。

　これにより、営業利益4,958千円、経常利益7,198千円、税金等調整前四半期純利益144,134千円がそれぞれ減少して

おります。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は448,148千円であります。

　

　

　　

【簡便な会計処理】

　　　該当事項はありません。

　

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年11月30日）

　

※１　有形固定資産の減価償却累計額は11,149,487千円で

あります。

　

２　保証債務

金融機関借入の保証

　

加盟店       2,658,095千円 　

　また、上記以外に加盟店の不動産賃貸借契約につい

て、１件の家賃の債務保証を行っております。　

　

　

前事業年度末
（平成22年５月31日）

　

※１　有形固定資産の減価償却累計額は10,822,189千円で

あります。

　

２　保証債務

金融機関借入の保証

　

加盟店       3,154,568千円 　

　また、上記以外に加盟店の不動産賃貸借契約につい

て、１件の家賃の債務保証を行っております。

　

　

　

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成21年６月１日
至　平成21年11月30日）

　

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費用及び金額は

次のとおりです。

　

運賃及び荷造費 943,458千円

貸倒引当金繰入額 37,105 

債務保証損失引当金繰入額 25,958 

給料及び手当 1,303,405 

賞与引当金繰入額 187,396 

雑給 1,693,307 

退職給付費用 36,416 

水道光熱費 431,618 

消耗品費 390,692 

賃借料 1,010,493 

　

※２　受取和解金は過年度の過払い水道光熱費に係わる和

解金であります。

　

※３　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 　

建物 32,520千円

構築物 2,174 

機械及び装置 802 

工具、器具及び備品 4,667 

退店に伴う原状復帰費用等 9,448 

計 49,612 
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前第２四半期累計期間
（自　平成21年６月１日
至　平成21年11月30日）

　

※４　減損損失

　当社では、減損の兆候を判定するに当たっては、原則

として、店舗資産、賃貸資産及び本社等の共用資産に分

類し、それぞれにおいて独立したキャッシュ・フロー

を生成する最小単位にグルーピングしております。

　当社は当第２四半期累計期間において、店舗資産につ

いて、収益性の低下により、以下の店舗の帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（

330,857千円）として特別損失に計上いたしました。

　

 （千円）

地域 主な用途 種類 減損損失

店
舗

　

北海道 CoCo壱番屋2店 建物等 3,332
青森県 CoCo壱番屋1店 建物 20,072
茨城県 CoCo壱番屋1店 建物等 14,373
千葉県 CoCo壱番屋2店 建物等 32,683

東京都
CoCo壱番屋3店
麺屋1店

建物等 77,894

富山県 CoCo壱番屋1店 建物 1,191
山形県 CoCo壱番屋1店 その他 491

愛知県
CoCo壱番屋1店
パスタ・デ・ココ6店
麺屋2店

建物等 86,833

三重県 CoCo壱番屋1店 建物等 4,971
大阪府 CoCo壱番屋1店 建物等 14,467
兵庫県 CoCo壱番屋3店 その他 1,210
広島県 CoCo壱番屋2店 建物等 21,164
福岡県 CoCo壱番屋1店 建物等 13,568
佐賀県 CoCo壱番屋1店 建物等 12,709
熊本県 CoCo壱番屋3店 建物等 25,893

小　計
CoCo壱番屋24店
パスタ・デ・ココ6店
麺屋3店

　 330,857

 合計 　  330,857
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前第２四半期累計期間
（自　平成21年６月１日
至　平成21年11月30日）

　

※地域ごとの減損損失の内訳 　

〔店舗〕 単位：千円

北海道 3,332（建物2,953、その他378）

青森県 20,072（建物20,072）

茨城県 14,373（建物13,505、その他868）

千葉県 32,683（建物32,336、その他346）

東京都 77,894（建物72,060、その他5,834）

富山県 1,191（建物1,191）

山形県 491（その他491）

愛知県 86,833（建物78,983、その他7,849）

三重県 4,971（建物4,175、その他795）

大阪府 14,467（建物14,181、その他285）

兵庫県 1,210（その他1,210）

広島県 21,164（建物19,958、その他1,206）

福岡県 13,568（建物12,304、その他1,264)

佐賀県 12,709（建物12,027、その他681）

熊本県 25,893（建物24,669、その他1,223）

　

　なお、当資産グループの回収可能価額を正味売却価額

により算定している場合には主として路線価評価額に

よっており、使用価値により算定している場合には、将

来キャッシュ・フローを5％で割り引いて算定してお

ります。

　

　

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年６月１日
至　平成22年11月30日）

　

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費用及び金額は

次のとおりです。

　

運賃及び荷造費 919,024千円

貸倒引当金繰入額 5,778 

給料及び手当 1,248,739 

賞与引当金繰入額 189,755 

雑給 1,796,082 

退職給付費用 34,381 

水道光熱費 452,970 

消耗品費 392,629 

賃借料 981,443 

　

※２　受取補償金は店舗の撤退等に伴う営業補償金等であ

ります。
　

※３　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 　

建物及び構築物 33,192千円

その他 2,207 

計 35,400 
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当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年６月１日
至　平成22年11月30日）

　

※４　減損損失

　当社グループでは、減損の兆候を判定するに当たって

は、原則として、店舗資産、賃貸資産及び本社等の共用

資産に分類し、それぞれにおいて独立したキャッシュ

・フローを生成する最小単位にグルーピングしており

ます。

　当社グループは当第２四半期連結累計期間において、

店舗資産について、収益性の低下により、以下の店舗の

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失（241,802千円）として特別損失に計上いたし

ました。

　

 （千円）

地域 主な用途 種類 減損損失

店
舗

　

山形県 CoCo壱番屋1店 建物等 14,856
東京都 CoCo壱番屋1店 建物等 23,064
神奈川県 CoCo壱番屋1店 建物 9,756
長野県 CoCo壱番屋2店 建物等 23,054
静岡県 CoCo壱番屋1店 建物 18,094

愛知県
CoCo壱番屋4店
パスタ・デ・ココ　3店
麺屋2店

建物等 126,839

三重県 パスタ・デ・ココ　1店 建物等 11,300
熊本県 CoCo壱番屋1店 建物等 1,596
沖縄県 CoCo壱番屋1店 建物 13,238

 合計
CoCo壱番屋12店
パスタ・デ・ココ　4店
麺屋2店

 241,802

 

　

※地域ごとの減損損失の内訳 　

〔店舗〕 単位：千円

山形県 14,856（建物14,067、その他789）

東京都 23,064（建物21,387、その他1,677）

神奈川県 9,756（建物9,756）

長野県 23,054（建物21,632、その他1,421）

静岡県 18,094（建物18,094）

愛知県 126,839（建物100,205、その他26,634）

三重県 11,300（建物10,184、その他1,115）

熊本県  1,596（建物1,260、その他336）

沖縄県 13,238（建物13,238）

　

　なお、当資産グループの回収可能価額を正味売却価額

により算定している場合には主として路線価評価額に

よっており、使用価値により算定している場合には、将

来キャッシュ・フローを5％で割り引いて算定してお

ります。
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前第２四半期会計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成21年11月30日）

　

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費用及び金額は

次のとおりです。

　

運賃及び荷造費 440,830千円

債務保証損失引当金繰入額 18,558 

給料及び手当 640,138 

賞与引当金繰入額 90,459 

雑給 848,634 

退職給付費用 17,208 

水道光熱費 211,908 

消耗品費 192,218 

賃借料 500,062 

　

※２　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 　

建物 17,678千円

構築物 1,045　

機械及び装置 802　

工具、器具及び備品 2,486　

退店に伴う現状復帰費用等 9,448 

計 31,461 
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前第２四半期会計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成21年11月30日）

　

※３　減損損失

　当社では、減損の兆候を判定するに当たっては、原則

として、店舗資産、賃貸資産及び本社等の共用資産に分

類し、それぞれにおいて独立したキャッシュ・フロー

を生成する最小単位にグルーピングしております。

　当社は当第２四半期会計期間において、店舗資産につ

いて、収益性の低下により、以下の店舗の帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（

26,701千円）として特別損失に計上いたしました。

　

 （千円）

地域 主な用途 種類 減損損失

店
舗

　

北海道 CoCo壱番屋1店 その他 378
東京都 麺屋1店 建物等 20,123
山形県 CoCo壱番屋1店 その他 491

愛知県
CoCo壱番屋1店
パスタ・デ・ココ　1店

その他 689

熊本県 CoCo壱番屋1店 建物等 5,017

小　計
CoCo壱番屋4店
パスタ・デ・ココ　1店
麺屋1店

　 26,701

 合計 　  26,701

 

　

※地域ごとの減損損失の内訳 　

〔店舗〕 単位：千円

北海道 378（その他378）

東京都 20,123（建物17,918、その他2,205）

山形県 491（その他491）

愛知県 689（その他689）

熊本県 5,017（建物4,469、その他548）

　

　なお、当資産グループの回収可能価額を正味売却価額

により算定している場合には主として路線価評価額に

よっており、使用価値により算定している場合には、将

来キャッシュ・フローを5％で割り引いて算定してお

ります。
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当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成22年11月30日）

　

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費用及び金額は

次のとおりです。

　

運賃及び荷造費 449,358千円

貸倒引当金繰入額 5,778 

給料及び手当 617,917　

賞与引当金繰入額 98,666 

雑給 886,907 

退職給付費用 23,190 

水道光熱費 226,929 

消耗品費 198,063 

賃借料 493,024 

　

※２　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 　

建物及び構築物 5,817千円

その他 677 

計 6,494 

　

※３　減損損失

　当社グループでは、減損の兆候を判定するに当たって

は、原則として、店舗資産、賃貸資産及び本社等の共用

資産に分類し、それぞれにおいて独立したキャッシュ

・フローを生成する最小単位にグルーピングしており

ます。

　当社グループは当第２四半期連結会計期間において、

店舗資産について、収益性の低下により、以下の店舗の

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失（1,596千円）として特別損失に計上いたしま

した。

　

 （千円）

地域 主な用途 種類 減損損失
店
舗

熊本県 CoCo壱番屋1店 建物等 1,596

 合計 CoCo壱番屋1店  1,596

 

　

※地域ごとの減損損失の内訳 　

〔店舗〕 単位：千円

熊本県 1,596（建物1,260、その他336）

　

　なお、当資産グループの回収可能価額を正味売却価額

により算定している場合には主として路線価評価額に

よっており、使用価値により算定している場合には、将

来キャッシュ・フローを5％で割り引いて算定してお

ります。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成21年６月１日
至　平成21年11月30日）

　

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に記載されている科目の金額との関係

　

                     　　　（平成21年11月30日現在）　

現金及び預金勘定 6,089,504千円

現金及び現金同等物 6,089,504 

　

　

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年６月１日
至　平成22年11月30日）

　

 ※１ 関係会社への増資に伴う出資金による支出でありま

す。

　

※２ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に記載されている科目の金額との関係

　

                     　　　（平成22年11月30日現在）　

現金及び預金勘定 6,877,557千円

預入期間が３ケ月を超える定期預金 △211,259　

現金及び現金同等物 6,666,298 
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年11月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成22年６月１日　至平

成22年11月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　　普通株式　　　　　　　　　　15,963,000株

２．自己株式の種類及び株式数

　　普通株式　　　　　　　　　　　　　　50株

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

1株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年8月24日

定時株主総会
普通株式 638,518 40平成22年５月31日平成22年8月25日利益剰余金

　　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループにおいては、飲食事業並びにこれらの付帯業務の単一セグメントであるため、記載を省略して

おります。

　

(追加情報）

　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20

号　平成20年３月21日）を適用しております。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年11月30日）

　

１株当たり純資産額 1,252.93円 　

前事業年度末
（平成22年５月31日）

　

１株当たり純資産額 1,231.93円 　

２．１株当たり四半期純利益金額

前第２四半期累計期間
（自　平成21年６月１日
至　平成21年11月30日）

　

１株当たり四半期純利益金額 47.99円 　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間
（自　平成21年６月１日
至　平成21年11月30日）

　

四半期純利益（千円） 766,077 　

普通株主に帰属しない金額（千円） － 　

普通株式に係る四半期純利益（千円） 766,077 　

期中平均株式数（千株） 15,962 　

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年６月１日
至　平成22年11月30日）

　

１株当たり四半期純利益金額 65.19円 　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年６月１日
至　平成22年11月30日）

　

四半期純利益（千円） 1,040,686 　

普通株主に帰属しない金額（千円） － 　

普通株式に係る四半期純利益（千円） 1,040,686 　

期中平均株式数（千株） 15,962 　
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前第２四半期会計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成21年11月30日）

　

１株当たり四半期純利益金額 25.73円 　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期会計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成21年11月30日）

　

四半期純利益（千円） 410,785 　

普通株主に帰属しない金額（千円） － 　

普通株式に係る四半期純利益（千円） 410,785 　

期中平均株式数（千株） 15,962 　

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成22年11月30日）

　

１株当たり四半期純利益金額 36.49円 　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成22年11月30日）

　

四半期純利益（千円） 582,471 　

普通株主に帰属しない金額（千円） － 　

普通株式に係る四半期純利益（千円） 582,471 　

期中平均株式数（千株） 15,962 　

　

（重要な後発事象）

　      該当事項はありません。

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年１月７日

株式会社壱番屋

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松井　夏樹 　印　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴木　晴久　  印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社壱番屋の平

成21年６月１日から平成22年５月31日までの第28期事業年度の第２四半期会計期間（平成21年９月１日から平成21年11月

30日まで）及び第２四半期累計期間（平成21年６月１日から平成21年11月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四

半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社壱番屋の平成21年11月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四

半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

しております。

　　　　２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年１月６日

株式会社壱番屋

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松井　夏樹 　印　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴木　晴久　 印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社壱番屋の平

成22年６月１日から平成23年５月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年９月１日から平成22年11

月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年６月１日から平成22年11月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社壱番屋及び連結子会社の平成22年11月30日現在の財政状態、同日

をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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